






要約:分担研究を 3 年間継続し以下をえた。1)被虐待児全国登録の要因解析から虐待ハイ

リスクを設定し、2)家庭に帰った被虐待児の予後調査で再発が多く、治療困難が示された。

3)保育園調査でハイリスク親子への予防的介入で効果が期待でき、4)保健所や母子保健活

動と連動した予防的地域活動が重要であった(大阪府下保健所、和歌山県域)。5)病院救急

外来で虐待の早期診断と対応のシステム化を行い、効果をあげた。6)周産期センタ-で精

神科に紹介された親では性格障害や周産期の精神衛生管理が重要であった。7)望まぬ妊娠

に対し親の対児感情の測定や介入研究を開始した。


